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研究成果の概要（和文）：日仏の近現代政治史のなかから、さまざまな争点をとり上げて、比較検討した。その
うち、ネオリベラル・ポピュリズムの展開およびフェミニズムの政治史については、それぞれ単著として発表し
た。さらにヴィシー政権と大日本帝国の比較を行い、それが戦後政治に与えた負の影響を検討した。最後に現代
日本の政党政治と社会運動についても、インタビュー調査も行い、詳しい検討を行った。これらの成果について
は出版準備中である。

研究成果の概要（英文）：This research project has made systematic comparative analyses on various 
issues in modern and contemporary political processes in France and Japan. The author has published 
two books, one concerning neoliberal populism and the other feminism. In addition, this project 
covers on Vichy regime as well as Imperial Japan, and their negative legacies upon postwar politics 
in each country. Furthermore, the researcher conducted extensive interviews with party politicians 
and public officials, and is preparing manuscripts for publications of these results.

研究分野：政治過程論

キーワード： 自由民主党　ゴーリスト政党　フェミニズム　ニューレフト　ポピュリズム　ヴィシー政権　大日本帝
国

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまでエリア・スタディーズ中心であった比較政治研究に対して、本研究では、体系的・本格的な二か国比較
研究を行った。また、現在進行形の政党政治について、当事者インタビューやジャーナリストの記録等も踏ま
え、精緻で現実に肉薄した調査研究を行った。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 研究代表者は元来、日本の政策過程を専門としていたが、日本政治のどの点がユニークなの
かを知るためには先進諸国との比較が不可欠だと考えるようになった。そして西ドイツとの比
較、ネオリベラル改革をめぐるレーガン、サッチャー、中曽根の比較、日仏比較を行ってきた。
日本の自由民主党については研究代表者を含め多くの業績があるが、フランス政治、とりわけ
ゴーリスト研究は、日本語では歴史的分析が多く、インタビューや一次資料探索、日本との体
系的比較はあまり行われていない。 
そこでこの間隙を埋めるため、日仏の政党政治の比較分析と、それを取り巻く社会経済環境、
政治構造、思想的潮流の長期的変化の検討を行うことを考えた。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、日本の自由民主党とフランスのゴーリスト政党の比較を、両党を取り巻く
社会経済的、政治的環境の文脈の大きな歴史の流れを踏まえながら、長期的に分析することで
あった。日仏両国は、それぞれ東アジアと西欧において中心的な位置を占め、ともに１９８０
年代初頭以来、ネオリベラルな潮流に圧倒され、それに対応してきた。ミッテラン政権の１９
８３年におけるＵターンと中曽根行革がその始まりであった。しかしその成功にもかからず、
深刻な不況に悩まされ、その脱出を模索してきた。その中でポピュリズムが台頭し、従来の政
治システムは重大な転換を迫られている。本研究では、ネオリベラリズム、ポピュリズムの潮
流の中での、「伝統的」保守政権の対応と変容について、次の局面に焦点をあてながら、研究す
ることをめざした。 
 
(1)日仏両国家の共通点 
 日仏両国は、国家体制の設立や市民社会の関係について、歴史的に異なる経緯を持ちつつも、
いくつかの興味深い共通点を有している。たとえば、先進国としては珍しく、厳しいイデオロ
ギー対立が比較的長く続いた点、強力な官僚制をもち、エリート主義的な政治システムに特徴
づけられる点、政府主導で急速な経済成長を続けてきた点、しかし１９８０年代には方針を転
換し、ネオリベラリズムのもとで民営化、規制緩和、労働の柔軟化を行ってきた点である。こ
れらの共通点がどうして生まれ、その後の両国の政党政治の変化にどのような影響をもたらし
たのかを考察するため、両国の政治史を分析する。 
 
(2)戦争責任と政治 
 フランスではヴィシー政権において対独協力（とくにユダヤ人のナチスへの引き渡しへの協
力）をした汚点があり、日本には近隣諸国に対する侵略の歴史がある。これらの過去は、戦後
常に政治問題、外交問題になってきた。日本ではこの争点については激しい論争があり、研究
も盛んだが、フランスでもそうである。フランスにおける戦争責任という争点の現状を考察す
る。 
 
(3)ネオリベラル・ポピュリズム 
 ポピュリズムの政治指導は、政治を利害対立の調整の場としてではなく、善悪の対立という
観点から、しかもドラマとしてみるという特徴をもつ。ポピュリスト政治家は、人民の道義性
を体現し、「敵」に対する「道徳的戦い」、すなわち聖戦のリーダーとなるヒーローとして登場
する。 
１９８０年代以降のポピュリズムは、基本的にはネオリベラリズムと多くのレトリックを共
有する、ポピュリズムの一つのバリエイションであると定義できる。ネオリベラル型のポピュ
リズムは、大衆的支持を背景に、分権化し既得権益化した「鉄の三角形」に攻撃を加え、その
権益、権限を解体することを目指す。このようなネオリベラル・ポピュリズムの政治指導者と
して、日本における橋本龍太郎、小泉純一郎、フランスにおけるシラク、サルコジを位置づけ、
比較する。 
 
(4)フェミニズムの政治 
 ネオリベラル改革とポピュリズムの登場は、フェミニズムが行政フェミニストを介して政治
に浸透した時期に重なる。フェミニズムは機会均等を主張する点で、ネオリベラリズムと親和
性をもつからである。両国におけるフェミニズムの歴史とともに、現代政治にそれがどう影響
を与えているかを検討する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では質的アプローチを採用する。近年は数理的、統計的アプローチによる比較政治研
究が盛んだが、それでは見えにくい当事者の動機や決定プロセスを明らかにすることが重要で
あると考えたからである。まずは一次資料、二次資料の収集・読み込みを行った。さらに中央・
地方レベルの政治家、ジャーナリストに対するインタビューを実施し、フランス人の政治学者
との意見交換等も行い、これらの調査結果を踏まえて日仏両国の歴史的、体系的な比較を行っ
た。 
 



４．研究成果 
 本研究の成果は、大きく４つのテーマに分けることができる。それぞれにつき、単著として
出版するために原稿を執筆し、うち２つについては出版済であり、残りは出版準備中である。 
 
(1)第二次世界大戦後の経済政策と防衛政策の日仏比較 
 日本とフランスとは他の先進諸国と較べて、戦後数十年にわたり厳しいイデオロギー対立が
続いた。しかしその後、それは緩和される。ドゴール大統領によるアルジェリア戦争の解決、
自民党内閣による安保反対闘争の終結によって、政治的安定がもたらされたことが一因である。
他方、いずれの国もテクノクラートによって高度成長がもたらされた。さらに成長の歪みが顕
著になると、両国とも、環境改善のための機関（環境庁）が作られ、それに対応した。オイル・
ショックによる急激なインフレも、経済官庁と財界による巧みな対応で、それを乗り切った。
防衛政策について言えば、アメリカから一定の距離を保つ、いわば「中立政策」をとったこと
が注目される。 
 経済政策については、フランスでは１９８１年大統領選挙でミッテランが当選し、社共政権
が誕生したが、まもなく、Ｕターンと呼ばれる方針転換を行い、ネオリベラル政策へと舵を切
る。同じ時期に日本でも中曽根首相によるネオリベラル改革が進められた。両国とも、１９６
０年代の「民主化」から１９８０年代の「自由化」への思想的潮流の変化という共通点がある。 
 しかし、その後の１０年間、日仏両国はまったく対照的な展開を見せた。フランスのほうが、
日本に比べて実質的にはネオ・リベラルな処方箋をより徹底して導入したといえる。その最大
の原因は、政治・経済両面にみられる、フランスがもつエリート主義的構造と日本における平
等主義的構造との違いにあると考える。日本では、すくなくとも１９９０年代までは、政治・
経済エリートが国民の痛みをともなうような大胆な改革を導入することが非常に困難であった。 
 ２１世紀の両国の政治は、ポピュリズムという概念が鍵となる。ルペン、サルコジ、小泉純
一郎などの政治リーダーが国民からの支持を集めた。しかし日本のポピュリズムは、政府や官
僚などの既成の権力への不満を背景に広がったという特徴があるが、それに対してヨーロッパ
では、テロの脅威や難民・移民の流入にともなう社会不安がポピュリストを生んできた。 
 以上、日本とフランスの戦後史を概観し、比較した本研究の成果は『日本とフランス「官僚
国家」の戦後史（ＮＨＫブックス No.1245）』（ＮＨＫ出版会、２０１７年）において発表した。
以下に目次を示す。第１章 戦後への「負の遺産」、第２章 イデオロギー対立の構造 第３章 
「官僚国家」の高度経済成長、第４章 「民主化」から「自由化」へ 第５章 世紀転換期の
展開 第６章 ２１世紀の政治構造の変化とポピュリズム。 
 
(2)ヴィシー政権と大日本帝国 
ドイツ占領下の傀儡政権たるヴィシーはドイツ警察と協力して積極的に「ユダヤ人狩り」に
協力した、またレジスタンス運動を弾圧した汚点をもつ。他方日本の軍隊と警察は、近隣諸国
に侵略し、虐殺や強姦を繰り返した。両国とも終戦直後にはこの問題に触れることを回避して
きたが、ニューレフト（ヌーヴェル・ゴーシュ、新左翼）の問題提起によって政治問題化した。 
 この成果は『フランスと日本における過去の清算』という題で原稿執筆し、現在出版準備中
である。 
 
(3)現代日本の政党政治と社会運動の展開 
 平成の３０年間における、政党活動と社会運動について分析した。主役は無論、自民党であ
るが、政権担当時の民主党に加え、日本共産党、公明党、民進党（その分裂以後の諸政党）に
ついても当事者への広範なインタビューを行い、検討を加えた。 
 社会運動としては、日本会議、愛国女性の会、SEALS、シニア左翼などの分析を行った。執筆
した原稿を出版社に渡し、出版にむけて交渉中である。 
 
(4)日本とフランスにおける近現代フェミニズム政治史 
 フランスのフェミニズムは、フランス革命の熱気の中で、生まれた。それは女性に人間とし
ての尊厳と自律を求めるものであり、物質的要求を直接要求するものではなかった。中産階級
を主体としたことの反映であった。 
 フランスでは、女性参政権は、１９４４年にまず行政命令の形で、次いで１９４９年の法律
で獲得された。参政権が認められた後、フェミニストは目標を見失って失速するが、１９７０
年代初頭までに妊娠中絶の自由を主たる争点として復活を遂げる。この争点は、まさに女性の
自己決定権の要求であった。これらのフェミニストの要求は全て、１９８１年ミッテラン社会
党政権によって、少なくとも法的には実現する。フランスのフェミニストも、他の国の場合と
同様、社会的承認を得たい、社会的に意味あることをしたいと熱望した。国家権力からの自由、
消極的自由とは明らかに異質なものであり、参加民主主義の理念の表現であった。 
 日本でも同様であったが、アメリカによる占領改革のインパクトが大きい。戦前の運動は、
他の国と同様、参政権の要求として登場したが、当時の国策への協力がのちに批判されること
になった。戦後日本では生活苦の中から、戦前からの婦人運動家によって、主婦連による消費
者運動や、戦争反対の平和運動が次々と誕生してきた。 
しかしそれとはまったく別のところから、すなわち新左翼運動の中から、日本のウーマンズ・



リブが、新左翼における男女差別を批判しつつ登場した。それは女性の権利要求であるよりは、
アメリカのリブと同様、男性優位を支える社会認識や文化そのものを告発し、批判した。 
日本ではリブが比較的短期間で退潮した後、女性学がアカデミズムに基盤を築き成果を上げ
てきた。１９８０年代までには性役割研究、とくに主婦研究が大きなテーマであったが、８０
年代にはマルクス主義フェミニズムやエコロジカル・フェミニズムが登場した。 
日本政治においては、男女雇用機会均等法から男女共同参画社会基本法へと、男女平等社会
の実現にむけた法整備が進んだ。本研究ではその政治過程を描写したうえで、ポピュリズムと
フェミニズム、ネオリベラル・フェミニズム、行政フェミニズムという観点から日本の女性政
策の進展を分析した。 
近年のフェミニズム運動は、左翼ラディカリズムの衰退と軌を一にしている。ネオリベラル
とグローバリズムの全盛の中で、これに対抗する勢力全体の衰退の一環となっている。第一波
フェミニズムが最後の社会民主主義革命であったとすると、第二波フェミニズムは最初の（マ
イノリティによる）ポストモダン運動であった。しかし近年はそれがネオリベラリズムの潮流
に押し流されてしまったようである。 
また、日米のフェミニズムへのバックラッシュについても本研究で検討した。アメリカでは
レーガンからブッシュ・ジュニアの時代にかけて、大きく３つの流れが観察できる。第一に「文
化戦争」における伝統主義、第二に享楽主義・物質主義批判、とくに「性の革命」、ホモセクシ
ャル（多様な性）批判、第三にネオリベラル改革により、福祉削減が未婚の母の世帯を直撃し
たという流れである。 
なかでもアメリカのバックラッシュが妊娠中絶を最大の争点としていたのに対し、日本のそ
れはジェンダー・フリーを最大の争点とした。両国におけるフェミニストのアジェンダの優先
順位に対応している。ただアメリカの場合と比べると、日本のバックラッシュ運動は大衆運動
としての性格は弱く、政治的にはマージナルな存在であった。 
 本研究の成果は、英米との比較を交えて『フェミニストたちの政治史－参政権、リブ、平等
法』（東京大学出版会、２０１７年）にて発表した。以下に目次を示す。第１章 イギリスの参
政権運動、第２章 フランスの参政権運動、第３章 日本の参政権運動、第４章 アメリカに
おけるウィメンズ・リブとその後、第５章 日本における「ウーマンズ・リブ」とその後、第
６章 男女雇用機会均等法から男女共同参画社会基本法へ 第７章 家庭内暴力の争点化から
ＤＶ法制定・改正、そして児童虐待防止法へ、第８章 アメリカにおけるバックラッシュ 第
９章 日本におけるフェミニズム・バックラッシュの登場と展開。 
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